
鹿児島市乳児等通園支援事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとと

もに、全ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支

援を強化することを目的とし、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という

）第６条の３第２３項に規定する乳児等通園支援事業（以下「本事業」という。）を実施す

るについて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 企業主導型保育施設 子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号）第１

条に規定する施設 

(2) 障害児 次のアからウまでのいずれかに該当するこども 

ア 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）に基づく特別

児童扶養手当の支給を受けているこども（所得により手当の支給を停止されている場合

を含む。） 

イ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に基づく身体障害者手帳又は療育手

帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号厚生事務次官通知）に基づく

療育手帳の交付を受けているこども 

ウ 鹿児島県中央児童相談所、鹿児島県こども総合療育センターその他の公的医療機関等

の判定等又は医師による診断書、巡回支援専門員等障害に関する専門的知見を有する者

による意見に基づきア又はイと同程度の障害があると市が認めるこども 

(3) 医療的ケア児 日常生活及び社会生活を営むために恒常的に医療的ケア（人工呼吸器に

よる呼吸管理、喀痰吸引その他の医療行為をいう。）を受けることが不可欠であるこども 

(4) 要支援家庭のこども こども家庭センターによるサポートプランが作成され、又は作成

の対象となっている等関係機関が連携して支援を行う必要があると市が認めた家庭のこど

も 

（事業内容） 

第３条 事業内容は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 本事業の対象となるこども（以下「乳児等」という。）は、乳児等の保護者（以下「保

護者」という。）が市内に住所を有する、０歳６か月から満３歳未満までのこども（当該

保護者が、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第２０条に規定する教育・

保育給付認定を受け、保育所、認定こども園、家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪

問型保育事業及び事業所内保育事業を利用するこども又は企業主導型保育施設を利用する

こどもを除く。）とする。 



(2) 乳児等の利用可能時間は、乳児等１人当たり月１０時間を上限とする。この場合におい

て、当該利用可能時間は当月のみ有効とする。 

(3) 本事業は、法第３４条の１５第２項の規定に基づき、市長の認可を受けた保育所、認定

こども園、小規模保育事業所、幼稚園、地域子育て支援拠点、企業主導型保育施設、認可

外保育施設、児童発達支援センター等（以下「実施事業者」という。）において、実施す

ることができる。 

(4) 本事業は、鹿児島市乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準に関する条例（令和７年

条例第７１号。以下「基準条例」という。）第２１条に規定する一般型乳児等通園支援事

業（以下「一般型」という。）又は余裕活用型乳児等通園支援事業（以下「余裕活用型」

という。）により実施するものとする。 

(5) 本事業は、国が定めた、こども誰でも通園制度の実施に関する手引（令和７年４月こど

も家庭庁。以下「国手引」という。）を踏まえ、特定の事業所を定期的に利用する方式を

原則とする。 

(6) 実施事業者は、開所の日数を、保護者のニーズや事業所の受入体制を考慮の上、適切に

設定するものとする。 

(7) 実施事業者は、初回利用の前に、保護者と事前の面談を行い、制度の意義や利用に当た

っての基本的事項の伝達を行うとともに、乳児等の特徴や保護者の意向等を把握するもの

とする。 

(8) 本事業における利用時間は、１回の利用につき、１時間以上の利用とし、実施事業者は、

利用時間を３０分単位で設定することができる。この場合において、保護者は実施事業者

の設定に応じて予約するものとする。 

(9) 実施事業者は、利用の初期に親子通園を取り入れることができる。ただし、乳児等の育

ちの観点から、親子通園が長期間続く状態や利用の条件になることがないよう留意するも

のとする。 

(10) 実施事業者は、利用可能枠の範囲において利用の申込みがあった場合には、当該利用

申込みに係る乳児等の受け入れをしなければならない。ただし、職員配置、事業所の機能

等の正当な理由により本事業の提供が困難である場合には、この限りでない。 

(11) 前号ただし書の規程により当該利用申し込みに係る乳児等を受け入れない場合は、事

業実施者は、その具体的な理由とともに市に報告しなければならないものとし、正当な理

由か否かの判断は、市が当該実施事業者及び保護者の状況を総合的に判断して行うものと

する。 

(12) 実施事業者は、国手引を踏まえ、乳児等の育ちに関する計画や記録を作成するものと

する。 

(13) 実施事業者は、乳児等又はその属する世帯が、次のアからカまでに掲げる場合におい

ては、乳児等や保護者が本事業を円滑に利用できるよう配慮を行うものとする。 



ア ひとり親家庭である場合 

イ 生活保護世帯である場合 

ウ 虐待、ＤＶのおそれがある等社会的養護が必要な場合 

エ 乳児等が障害を有する場合 

オ 乳児等が医療的ケア児である場合 

カ 保護者や乳児等の兄弟姉妹の疾病及び障害の状況を考慮する場合 

(14) 実施事業者は、配慮が必要であると確認した家庭については、市に報告するとともに、

市と協力し、関係機関との連携を図るものとする。 

(15) 実施事業者は、保護者に対して、必要に応じて面談や子育てに係る助言を行うほか、

実際に目の前で育児の様子を見てもらう機会を設けるものとする。 

（保護者の費用負担） 

第４条 実施事業者は、本事業の利用に係る保護者の費用負担（以下「利用負担」という。）

として、乳児等１人１時間当たり３００円程度を標準に、実施事業者において設定した額を、

保護者に求めることができる。 

２ 実施事業者は、保護者が利用負担の減免を希望し、当該保護者及び当該保護者と同一の世

帯に属する者（以下「保護者等」という。）又はその世帯が次の各号のいずれかに該当する

と市長が認めるときは、当該保護者に係る本事業の利用負担について、第３項に定める額を

減免するものとする。 

(1) 保護者等が、本事業による支援を受けた日において生活保護法（昭和２５年法律第 

１４４号）第６条第１項に規定する被保護者である場合 

(2) 保護者等が、利用する月の属する年度分（利用する月が４月から８月までの場合にあっ

ては前年度分）の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税を課さ

れない者である場合（前号に掲げる場合を除く。） 

(3) 保護者等の、利用する月の属する年度分（利用する月が４月から８月までの場合にあっ

ては前年度分）の地方税法の規定による市町村民税の同法第２９２条第１項第２号に掲げ

る所得割の額を合算した額が７７，１０１円未満である場合（前２号に掲げる場合を除く。

） 

(4) 法第２５条の２に規定する要保護児童対策地域協議会に登録された要支援児童及び要保

護児童のいる世帯その他市が特に支援が必要と認めた世帯のうち、市が保護者等の心身の

状況、養育環境等を踏まえ、利用負担を軽減することが適当であると認められる場合（前

３号に掲げる場合を除く。） 

３ 前項の減免額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 前項第１号に掲げる場合 乳児等１人１時間当たり３００円 

(2) 前項第２号に掲げる場合 乳児等１人１時間当たり２４０円 

(3) 前項第３号に掲げる場合 乳児等１人１時間当たり２１０円 



(4) 前項第４号に掲げる場合 乳児等１人１時間当たり１５０円 

４ 第２項に規定する減免は、当該減免のもととなる事由の発生した日から対象とする。ただ

し、当該事由の発生を知った日の属する年度内に限り遡及する。 

５ 実施事業者は、本事業に要する費用の一部である給食代、おやつ代等について、保護者の

同意のうえ、各事業所において設定した額を、利用負担とは別に、保護者に求めることがで

きる。 

（キャンセル時の対応等） 

第５条 実施事業者は、本事業に係る予約が取り消された場合や連絡なしに予約が履行されな

かった場合等の利用負担等の取扱いについて、鹿児島市乳児等通園支援事業キャンセル時対

応方針標準例（令和７年７月鹿児島市保育幼稚園課）を参考にして、乳児等通園支援事業キ

ャンセル時対応方針を定めるものとする。ただし、第４条第２号に規定する利用可能時間の

取扱いについては、鹿児島市乳児等通園支援事業キャンセル時対応方針標準例に規定する取

扱いを遵守するものとする。 

２ 前項の方針を定める場合、実施事業者は、当該方針の取扱いについて、事前に保護者に説

明しなければならない。 

（設備の基準及び職員の配置） 

第６条 実施事業者は、設備の基準及び職員の配置について、一般型を行う者にあっては基準

条例第２２条及び第２３条に規定する基準を、余裕活用型を行う者にあっては基準条例第 

２６条に規定する基準を遵守しなければならない。 

（障害児及び医療的ケア児を受け入れる場合の体制の確保） 

第７条 障害児を受け入れる場合においては、当該障害児の障害の特性に応じた対応が可能な

職員を配置するなど、体制の確保を行うものとする。 

２ 医療的ケア児を受け入れる場合においては、看護師、准看護師、保健師又は助産師、喀痰

吸引等研修（社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）附則第１１条第２項

に規定する「喀痰吸引等研修」をいう。）の課程を修了した認定特定行為業務従事者である

乳児等通園支援従事者等医療的ケアに従事する職員を配置するものとする。 

（乳児等通園支援の内容） 

第８条 乳児等通園支援（法第６条の３第２３項に規定する乳児等通園支援事業として行う同

項の乳児又は幼児への遊び及び生活の場の提供並びにその保護者との面談及び当該保護者へ

の援助をいう。）は、保育所保育指針（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和 

２３年厚生省令第６３号）第３５条に規定する内閣総理大臣が定める指針をいう。）に準じ、

本事業の特性に留意して、本事業を利用する乳児等及びその保護者の心身の状況等に応じて

提供されなければならない。 

（本事業の研修） 

第９条 実施事業者は、市の実施する研修について、事業に当たる職員のみならず、役員や本



部職員等、広く研修を受講できるよう努め、本事業の意義、目的及び仕組みを理解したうえ

で本事業を実施するものとする。 

（安全計画の策定等） 

第１０条 実施事業者は、基準条例第８条の規定に従い、乳児等の安全の確保を図るため、設

備の安全点検、職員、乳児等に対する事業所外での活動、取組等を含めた利用施設での生活

その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他乳児等通園支援事

業所における安全に関する事項についての計画を策定し、当該計画に従い必要な措置を講じ

なければならない。 

（留意事項） 

第１１条 実施事業者は、本事業を行うに当たっては、次の各号に掲げる事項に留意するもの

とする。 

(1) 本事業を実施している中で事故が生じた場合には、教育・保育施設等における事故の報

告等について（令和７年３月２１日こ成安第４４号・６教参学第５１号こども家庭庁成育

局安全対策課長、こども家庭庁成育局保育政策課長、こども家庭庁成育局保育政策課認可

外保育施設担当室長、こども家庭庁成育局成育環境課長、こども家庭庁成育局母子保健課

長、文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課長通知）に従い、速や

かに市に報告すること。 

(2) 賠償責任保険に加入するなど、事故等の発生による保障を円滑に行うこと。 

(3) 利用当日に、乳児等の通園がない場合には、当該乳児等の状況を確認することとし、要

支援家庭のこどもである乳児等の利用がない場合には、関係機関と情報共有し、適切に対

応すること。 

(4) 要支援家庭のこどもである乳児等の不適切な養育の疑いを確認した場合には、関係機関

に情報を共有するとともに、相談支援を行うなど、適切な支援を行うこと。 

(5) 給食等の提供については、事業所の判断とする。この場合において、保護者に対応状況

が分かるよう周知を行うとともに、給食等の提供を行うときは、衛生管理やアレルギー対

応など、適切な実施に留意すること。 

(6) 本事業の実施に当たっては、国手引及びこども誰でも通園制度の制度化、本格実施に向

けた検討会における取りまとめ（令和６年１２月２６日こども誰でも通園制度の制度化、

本格実施に向けた検討会）を参考にして実施すること。 

(7) 鹿児島市乳児等通園支援事業補助金交付要綱（令和７年１０月１日制定）に基づく補助

金の請求に係る根拠資料を本事業実施後５年間保存すること。 

（個人情報等の保護） 

第１２条 実施事業者及び本事業に携わる者は、本事業により職務上知り得た個人情報等を漏

らしてはならないものとし、本事業終了後及びその職を退いた後も同様とする。 

（こども誰でも通園制度総合支援システムの利用） 



第１３条 実施事業者及び保護者は、本事業に当たり、こども誰でも通園制度総合支援システ

ム（以下「支援システム」という。）を利用するものとする。 

（利用登録及び利用負担減免の申請） 

第１４条 本事業の利用を希望する保護者及び利用負担の減免を希望する保護者は、利用を希

望するこどもごとに、乳児等通園支援事業対象者確認申請書（様式第１号）を市長に提出す

るものとする。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、第３条第１号に規定する乳児等の

要件に該当すると認められるときは、当該申請に係る保護者に対し、支援システムにより通

知し、第３条第１号に規定する乳児等の要件に該当しないと認められるときは、乳児等通園

支援事業利用登録申請却下通知書（様式第２号）により通知する。 

３ 市長は、第１項の規定による申請があった場合において、第４条第２項に規定する減免の

要件に該当すると認められるときは、支援システムによりその内容を通知する。 

４ 市長が、実施事業者に対して、あらかじめ第４条第２項に規定する減免の要件に該当する

と認められる保護者から同意を得たうえで、当該保護者が当該実施事業者に支払うべき利用

負担に対して減免すべき額の限度において鹿児島市乳児等通園支援事業補助金交付要綱に基

づく補助金を支払った場合、当該保護者に係る補助があったものとみなす。 

（利用登録の変更） 

第１５条 利用登録を受けた保護者は、現に登録されている事項を変更する必要があるときは、

乳児等通園支援事業利用登録変更申請書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、必要があると認めるときは、利用

登録の変更を行い、支援システムにより変更した内容を通知する。 

（利用登録の取消し） 

第１６条 市長は、利用登録を受けた保護者又は乳児等が次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該利用登録を取り消すことができる。 

(1) 当該乳児等が第３条第１号に規定する乳児等の要件に該当しなくなったとき。 

(2) 当該保護者が虚偽その他不正な手段により利用登録を受けたとき。 

(3) 実施事業者が、やむを得ない事情により、当該乳児等の保育が困難となったとき。 

２ 市長は、前項の規定により利用登録を取り消したときは、乳児等通園支援事業利用登録取

消通知書（様式第４号）により、当該保護者に通知するものとする。 

付 則 

この要綱は、令和７年１０月１日から施行する。


